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様式第３号(第１２条関係) 

会 議 録 

 会 議 の 名 称 令和７年度第１回吉川市総合戦略推進審議会

 開 催 日 時 令和７年１０月２１日(火)午後６時００分から午後７時４０分まで

 開 催 場 所 吉川市役所　２０２・２０３会議室

 
出席委員(者)氏名

石阪督規会長、瀬山紀子副会長、石﨑博委員、近藤旭委員、 

岡安映昌委員、道垣内壮史委員、髙橋直子委員、西山亜弥委員、 

森田康二朗委員、原田哲太郎委員

 欠席委員(者)氏名 なし

 

担当課職員職氏名

【担当課職員】 

政策室長　浅水明彦 

政策室副室長兼政策室主幹　鈴木康雄 

政策室主幹　島村善和 

政策室企画・市長室担当副主幹　三城肇 

政策室企画・市長室担当主査　阿部徹 

政策室企画・市長室担当主任　江原千晶 

政策室企画・市長室担当主事　能登亜実果 

政策室企画・市長室担当主事　後藤優一 

政策室企画・市長室担当主事　加藤慧 

 

【関係課職員】 

こども福祉部副部長兼地域福祉課長　桜井健一 

こども福祉部子育て支援課長　飯野耕太郎 

こども福祉部保育幼稚園課長　日暮康博 

健康長寿部長寿支援課長　岩上勉 

健康長寿部健康増進課長　互英久 

市民生活部市民参加推進課長　青柳乃り恵 

市民生活部環境課長　安室晴紀 

産業振興部農政課長　森保美 

産業振興部商工課長　染谷憲市 

教育委員会教育総務課長　大瀧和寛 

教育委員会副部長兼学校教育課長　野見山伸一 

教育委員会生涯学習課長　油川誠
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会議次第と会議の

公開又は非公開の

別

１．開会 

２．あいさつ 

３．議事 

　（１）全体指標・基本指標・重要業績評価指標（ＫＰＩ）の進捗

管理について 

　（２）吉川市まち・ひと・しごと創生総合戦略の今後について 

４．その他 

５．閉会 

［公開・非公開］ 

　公開

 非 公 開 の 理 由 
(会議を非公開にした場合)

なし

 傍 聴 者 の 数 ０名

 

会議資料の名称

・次第 

・資料１　　　全体指標・基本指標・重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

進捗管理シート 

・資料２　　　吉川市まち・ひと・しごと創生総合戦略の今後に 

ついて 

・参考資料１　吉川市総合戦略推進審議会委員名簿 

・参考資料２　吉川市総合戦略推進審議会条例 

・参考資料３　吉川市総合戦略推進審議会傍聴要領

 
会議録の作成方法

□録音機器を使用した全文記録 

☑録音機器を使用した要点記録 

□要点記録

 会議録確認指定者 岡安映昌委員、道垣内壮史委員

 その他の必要事項

 審議内容(発言者、発言内容、審議経過、決定事項等)

  

事務局 

 

 

会長 

 

 

 

 

 

 

 

１．開会 

 

２．あいさつ 

　平成２６年に、国は「まち・ひと・しごと創生法」に基づき、「ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定した。初代担当大臣は石破

茂氏であったが、偶然にも石破氏が退任する日に、総合戦略につい

て議論を行うこととなる。 

国は、市町村においても同様に総合戦略を策定し、特に人口減少

や地方創生に関わる指標を数値化し、具体的な目標を設定した上で

取り組むことを求めている。 
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本日の審議会では、「第２期吉川市まち・ひと・しごと創生総合戦

略」の進捗管理シートに基づき、吉川市のまちづくりを推進するに

あたり、どのような資源が必要であるか、またどのような施策を展

開することで、地域の活性化や人口増加を実現できるのかについて、

委員の皆様から忌憚のないご意見をいただきたい。 

　

  

 

会長

３．議事 

―議事録署名委員の選任― 

議事録の署名委員として、岡安映昌委員、道垣内壮史委員を選任。 

  

 

（１）全体指標・基本指標・重要業績評価指標（ＫＰＩ）の進捗管

理について 

  

 

事務局 

＜全体目標　みんなの幸福実感を追求する＞ 

＜基本目標１　子どもの笑顔と活気でまちを満たす＞ 

資料１に基づき、事務局より説明。 

 

≪質疑・意見≫

 会長 　Ｎｏ．２「人口」について、すでに減少傾向に転じており、その

要因の一つとして、Ｎｏ．４「合計特殊出生率」が挙げられる。 

「合計特殊出生率」は、ついに１．００％を下回り、令和６年度は、

０．９９％という極めて厳しい状況となっている。 

また、Ｎｏ．５「出生者数」についても、令和６年度目標値を６

００人としていたが、実績値は３９５人に留まり、出生数の減少が

顕著である。 

さらに、Ｎｏ．１４「０歳児人口」を見ると、令和６年度は４６

１人、令和７年度は３８８人であり、増加の兆しは見られない。 

人口減少の要因の一つとして、出生率の低下が挙げられるが、そ

の背景には、子どもを持つ世帯が吉川市を選ばなくなっていること、

あるいは、吉川市に居住する世帯における出生割合が低下している

ことが考えられる。 

 委員 　吉川市全体として、年少人口は減少傾向にあるが、吉川美南駅東

口周辺地区の開発が進み、住宅地が整備されれば、年少人口の増加

が見込めるのではないか。 

 会長 　住宅地の開発が進めば、人口増加の契機となるだろう。吉川美南

駅東口周辺地区の開発について、住宅地の整備状況はいかがか。 

 事務局 　本総合戦略を策定した時点より、事業計画は若干後ろ倒しとなっ
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 ているものの、おおむね計画通りに進捗している。なお、住宅地に

ついては、令和８年度から令和９年度にかけて、人口が定着しはじ

めるものと見込んでいる。 

 副会長 　出生率の低下は、吉川市に限った問題ではなく、全国的な課題で

ある。したがって、安心して子どもを産み育てながら働ける環境を

整備することは、各自治体の主要なテーマとなっている。 

特に若年層が吉川市で子どもを生み育てることに希望を持てる

か、将来像を具体的に描けるかどうかが重要である。 

また、これまでの審議会においても議論されてきたとおり、吉川

市には、子どもを安心して産み育てるための基盤となる医療機関が

十分に整っているとは言い難い。そのため、越谷市や流山市など、

子育て環境が充実した周辺地域へ人口が流出している現状が懸念さ

れる。 

このような状況の中で、吉川市が「子育てに適した地域」として

存在感を発揮することが求められるが、その実現は容易ではない。 

 会長 　最近の報道によれば、東京都のマンション平均価格が１億円を超

えたことから、若年層による埼玉県への移住が増加しているようで

ある。 

しかしながら、吉川市はこうした新たな需要に十分に対応できて

いない可能性がある。そのためには、まず病院を含む医療体制の整

備をはじめ、教育環境の充実、雇用創出、住宅供給の促進など、若

年層の定住につながる要素を総合的に強化していくことが重要であ

ると考える。 

 委員 　吉川市に居住する知人によれば、吉川市周辺には大型の商業施設

が複数あり、生活環境が整っていることから、非常に住みやすいま

ちであるとのことである。 

一方で、移住者の感じ方については、居住者と差があるのではな

いかと考えている。 

 会長 　居住者にとっては、吉川市内に商業施設がなくても、近隣の越谷

市や三郷市に施設があれば、生活上支障はないが、一方で、移住者

の立場から見ると、移住先を選択する上で、吉川市は商業施設や社

会インフラが十分に整っていないと捉えられる可能性があるという

ことか。 

 委員 　そのとおりである。実際に住んでみると、不便を感じることはな

いが、移住者からすると、周辺地域の方が感覚的に「住み心地が良
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 い」イメージを持たれやすいのではないか。 

 会長 　委員の意見を踏まえると、市のＰＲやシティプロモーションが重

要であり、吉川市の魅力をどのように発信するかが課題であると考

えられる。 

 委員 　人口は減少しているが、生産年齢人口はわずかに増加しているよ

うである。転入超過の可能性も考えられるが、この要因はなにか。 

 会長 　人口の変動には、自然増減（死亡数と出生数の差）と社会増減（流

出数と流入数の差）の二つの側面があるが、このどちらによるもの

か。 

 事務局 　社会増減の状況については、令和５年度以降、全体として転出超

過の傾向にある。なお、令和５年度のデータでは、約１００人の転

出超過となっている。 

 会長 　転出超過（社会減）に加え、出生数（自然減）の減少も進行して

いることから、人口減少の要因は二重である。 

吉川市の課題は、この二重の減少を是正することであり、人口の

流出を抑制するとともに、流入を促進する施策を講じることが重要

であると考える。 

 委員 　自分の居住地域では、空き家が増加している一方で、空き家をワ

ンルームアパートに建て替える動きも見られ、人口が増加している

地域もある。 

吉川市の人口動態について、地域による傾向はあるか。 

 事務局 　市街化区域と市街化調整区域を比較すると、市街化調整区域では、

人口が減少傾向にある。一方、市街化区域のうち、吉川駅南側や美

南地区では、これまで人口が増加傾向にあったが、現在は横ばいの

状況である。また、中央地区や吉川駅北側のエリアはやや減少傾向

にある。 

 委員 　生産年齢人口は、住民基本台帳と国勢調査のどちらのデータを基

に集計しているのか。仮に、国勢調査を基に集計している場合、単

身赴任等で住民票を移さずに居住している若者が一定数存在し、住

民基本台帳には反映されない隠れ人口が存在することで、生産年齢

人口に影響を及ぼしている可能性も考えられるが、いかがか。 
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 事務局 　生産年齢人口は、住民基本台帳を基に集計している。なお、当市

の生産年齢人口について、令和５年度は４万５，３９６人、令和６

年度は４万５，５３５人となり、近年は増加傾向にあるが、年少人

口（０歳から１４歳）は年々減少しているため、生産年齢人口の増

加も長くは続かない可能性がある。 

  

事務局

＜基本目標２　豊かで住みよい暮らしをつくる＞ 

資料１に基づき、事務局より説明。 

 

≪質疑・意見≫

 会長 　吉川市では、「住み心地が良い」と感じていながらも、「住み続け

たくない」と考える市民が一定数存在する傾向が見られる。年代別

では４０代から５０代、地域別では中央北部及び美南地区で比較的

多い傾向にあるが、有意な差があるとは言えない状況である。 

一般的に、「住み心地が良い」地域であれば、「住み続けたい」と

考えるのが自然であるが、「住み続けたくない」とする理由や背景が

存在するのであれば、それを解明することが、人口減少への対応策

の糸口になるのではないか。 

また、Ｎｏ．４７「地域コミュニティ活動に参加した市民の割合」

について、令和７年度は３２．８％（達成度Ｃ）で、前年度と比較

すると低下している。すなわち、３分の２以上の市民が地域コミュ

ニティに参加していないということから、市への愛着心が十分に醸

成されていない可能性がある。 

そのため、吉川市より条件の良い地域が存在する場合や、吉川市

に居住する特別な事情がない場合は、吉川市に住む必要性を感じな

い市民も一定数存在するのではないか。 

 委員 　吉川市は、大変住み心地の良いまちであると考えているが、祭り

やイベントの開催場所が、駅周辺や一部地域に集中しており、その

他の地域住民からは、疎外感を抱くといった声を聞くこともある。 

 委員 　市街化調整区域に居住しているが、運転手不足等の影響により、

市内のバス路線の廃止が相次いでいる。自宅付近のバス停では、平

日の運行が休止となり、通勤や通学のためにバスを利用できないこ

とから、家族の送迎が必要な状況となっている。 

 会長 　一部の自治体では、民間バスが運行されていない区域について、

コミュニティバスを走行させて、交通空白地帯を解消する取り組み

が行われている。吉川市のバス路線はどのような状況か。 
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 事務局 　市のバス路線について、従前はコミュニティバスを運行していた

時期もあったが、利用者も少なく、運賃無料で運行していたことも

あり、財政圧迫や費用対効果の低さなどが課題となっていた。 

　その後、乗合バス事業の規制緩和に伴い、民間事業者の新規参入

が容易となったことから、市内バス事業者が、従来のコミュニティ

バス路線を引き継いだ。これにより交通空白地域を解消しつつ、市

街化調整区域などの採算が取れない地域には、平成１８年より、路

線バス運行費補助金を導入し、現在も補助を実施しているところで

ある。 

　しかしながら、コロナ禍により一時的に利用者が激減し、その後

基幹路線の利用状況は回復したものの、新規参入路線は補助を行っ

ても不採算となり、さらには運転手不足も重なったことから、バス

路線の運行維持が困難な状況となった。 

　現在、市では法律に基づき、地域公共交通協議会を設置し、減便

や廃止を予定する路線への対応について協議している。 

また、代替事業者の参入などを含めて対応策の検討を行い、令和

７年度中に地域公共交通計画を策定し、今後は計画に基づき、事業

を推進する予定となっている。 

　

 会長 　「住み心地は良い」が「住み続けたくない」という意見が、４０

代から５０代の市民に多い要因として、高齢になり車を運転できな

くなった際に、交通空白地域での生活に不安を感じている可能性が

あるのではないか。 

　多くの自治体が同様の課題を抱えており、一部の自治体では、コ

ミュニティバスや路線バスの運行を断念し、代わりにタクシーチケ

ットを配布するなどの対応を行っている。 

 委員 　「住み心地の良さ」や「定住意向」は、公共交通だけではなく、

地域のイベントやお祭りなど、地域の魅力にも影響しているのでは

ないかと考えられる。 

 会長 　越谷市では「阿波踊り」が全国的に有名で、毎年多くの観客が訪

れているようだが、吉川市にはどのようなイベントがあるのか。 

 商工課長 「よしかわ観光協会」（事務局：商工課）では、毎年７月に「吉川

八坂祭り」を開催しており、令和７年度は、約８，０００人から１

万人弱の集客があり、市外からも多くの参加者が来場している。 

また、１１月には「吉川市民まつり」、春には桜の名所で「よしかわ 

桜ライトアップ」を開催している。さらに、市内事業者が参加する

「吉川マルシェ」も年に数回開催している状況である。
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 会長 　吉川市は、年間を通して魅力的なイベントが複数開催されており、

地域住民にとっては、「住み心地が良い」まちであるが、今後は、外

部から訪れる人々を増やすための戦略が必要なのではないか。 

 委員 　私の出身地である佐賀県有田町では、「有田陶器市」が開催されて

おり、全国から約１００万人を超える観光客が訪れる。 

　観光客数が多ければ良いということではないが、地域住民が誇れ

る要素があることが、市への愛着心の醸成につながるのではないか。 

今後は、吉川市の「魅力」や「誇り」となるような仕掛けや取り

組みを検討していくことも有効であると考える。 

 事務局 　市では、７月２日を「なまずの日」として、情報発信に努めた結

果、ＮＨＫや各新聞社、Ｊ－ＷＡＶＥ（ＦＭラジオ）など、様々な

メディアに取り上げられ、市民が無意識のうちに市の情報を受け取

る状況が生まれている。このような情報発信は、市民の愛着心向上

につながるものと考えられる。 

　また、突出した魅力がなくとも、実家の近さや勤め先の中間地点

などを理由に、吉川市を移住先の選択肢として検討している人にと

っては、このような情報発信が、吉川市への関心を高める機会とな

ることが期待される。 

　今後も、市内外に向けた効果的な情報発信に努めていく所存であ

る。 

 会長 　「定住人口」に関しては、「交流人口」と異なり、観光コンテンツ

がなくとも、まずは「住み心地の良さ」を感じてもらうことが重要

である。したがって、内部の愛着心の醸成と、外部への効果的な情

報発信の両輪で取り組む必要があるのではないか。 

 委員 　吉川市では、「吉川マルシェ」や「吉川ジャズナイト」など、様々

な催しが開催され、市内には協力的な事業者も多い。市民が感じて

いる「住み心地の良さ」は、こうした地域活動の影響もあると考え

られる。

 　一方で、「住み続けたい」と思うかどうかは、交通インフラや社会

インフラに左右される可能性がある。 

　交通インフラについては、バス路線の廃止なども相次ぎ、居住し

ている地域によって、利便性に差が生じている。「住み続けたくない」

と考える市民が４０代から５０代に多い背景として、日々の通勤や

子どもの通学におけるアクセス性に不満を抱えていること、あるい

は老後の定住場所として、交通インフラに不安を感じている可能性
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 が高いのではないか。 

 委員 　友人が北海道当別町のスウェーデンヒルズという住宅地に居住し

ている。当別町は、札幌市から車で約２時間ほどの距離にあり、交

通手段が限られた地域ではあるが、７～８人乗りのマイクロバスが

町内を循環しており、地域住民の足を支えている。 

　吉川市においても、交通空白地域における路線バスの代替手段と

して、このような取り組みを検討してはいかがか。 

 委員 　民間企業による「街の幸福度＆住み続けたい街ランキング２０２

５」において、「街の幸福度（自治体）」の項目で、吉川市が４位に

ランクインしたことから、吉川市は非常に魅力的なまちであると評

価できる。 

　一方で、「定住意向」については、地域差が大きく、転出者や「住

み続けたくない」と回答している市民が居住する地域によって、感

じ方が大きく異なると考えられる。 

今後の取り組みとしては、市民意識調査とは別に、転出者に対す

るアンケート調査を実施し、転出理由や行政サービス等への不満を

把握・分析することで、居住地域や年齢別のニーズを的確に把握で

きる。その結果を踏まえることで、ターゲットに応じた施策の展開

が可能となるのではないか。 

また、今後も人口減少が進むことが予想されるため、近隣自治体

や同規模自治体の減少率と比較し、市の位置付けを確認しながら、

議論を進めることも重要であると考えている。 

 事務局 　市民意識調査の設問「これからも吉川市に住み続けたいか」とい

う問いに対する回答を見ると、駅周辺などの市街地に居住する市民

は、「住み続けたい」と回答している割合が高い一方、市街化調整区

域に居住する市民は、その割合が低い傾向にある。 

また、吉川市に居住してから５年未満の市民についても、同様に

「住み続けたい」と回答している割合が低い傾向が見られる。これ

は「吉川市に愛着があるか」という別の設問においても、同様の傾

向が認められる。 

一方、年代別の傾向を見ると、１０代の回答者は「住み続けたい」

及び「愛着がある」と回答している割合が比較的高く、定住意向と

愛着心には一定の関連性があると考えられる。 

 会長 　１０代の定住意向や愛着心が高い要因として、学校教育の影響が

あるのではないか。今後、可能であれば、小学生や中学生を対象と

した調査を実施してもよいかもしれない。 
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 委員 　現在、市街化調整区域に居住しており、「住み心地の良さ」を感じ

ている一方で、やはり公共交通の面では不便を感じることも多い。

長年この環境で生活してきたため、現在はこの不便さも当たり前と

して認識しているが、やはり将来に不安を感じる場面もある。 

　その一つに、吉川市は医療体制が不足しており、越谷市や千葉県

など、近隣市町の医療施設まで足を運ぶ必要があるため、体調不良

や高齢になった際の医療機関へのアクセスに不安を感じている。 

　吉川市はイベントが多く活気はあるが、安心して日常生活を送る

ための交通インフラや医療機関などの社会インフラは十分とは言え

ず、子どもたちが将来、都内での就業を希望する場合に、交通の便

などの課題が懸念材料となっている。 

  

事務局 

 

＜基本目標３　つながりで活力と魅力を創出する＞ 

資料１に基づき、事務局より説明。 

 

≪質疑・意見≫

 会長 　吉川市における主な転入元及び転出先について、近隣の自治体、

特に「越谷市」「三郷市」「草加市」からの転入・転出が多いという

傾向があり、近隣自治体間での人口の流入・流出が顕著である。 

Ｎｏ．８４「ふるさと納税件数」について、吉川市のふるさと納

税に関する実質収支の状況はいかがか。 

 商工課長 当市のふるさと納税に関する実質収支は、マイナスとなっている。 

なお、令和６年度の寄附受入実績は、約５，５００万円である。 

また、ふるさと納税の返礼品として「物産」が人気だが、当市の

場合、米農家と連携して、お米を返礼品として提供していた。しか

し、近年の米不足の影響により、出荷を停止せざるを得ない状況と

なっている。 

現在、人気上位の返礼品は「電動自転車」であり、その他「男性

用化粧品」や「文房具」も人気が高い返礼品である。 

 会長 　Ｎｏ．８８「市公式ホームページアクセス数」について、実績値

が大幅に減少しており、達成度はＤ評価である。 

　現在は、ＳＮＳの発展により、インスタグラムやＬＩＮＥなどの

利用者が急増し、ホームページの閲覧者は減少傾向にある。この傾

向は、Ｎｏ．８９「よしかわ観光協会インスタグラムのフォロワー

数」が年々増加していることからも明らかである。 

現在、市が公式に発信している広報媒体には、どのようなものが

あるのか。 
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 事務局 　公式ホームページに加え、メール配信及び公式ＬＩＮＥ、公式Ｘ

（旧Ｔｗｉｔｔｅｒ）を運用している。 

 会長 　ホームページ以外にも、多くの広報媒体を運用しているようだが、

ホームページのアクセス数が減少しているのはなぜか。 

 事務局 　市ホームページのシステム更新により、令和５年７月より、アク

セス数の計測方法が変更されたことに伴い、減少したものである。

従前は、ホームページ内を移動する際も、１アクセスとしてカウン

トされていたが、システム更新以降は、同一の閲覧者によるホーム

ページ内の移動はカウント対象から除外された。これにより、アク

セス数は大幅に減少したが、令和６年度の実績値が、実際のアクセ

ス数に近い数字であるものと認識している。 

 会長 　アクセス数の減少は、システム更新によるもので、ホームページ

自体の閲覧数が大きく減少しているわけではなく、達成度Ｄは妥当

ではないということである。 

　

 委員 　Ｎｏ．６５「１人１日当たりのごみの排出量」（減少すべき目標）

について、ゴミ排出量は年々減少しており、令和６年度の目標値を

下回っているが、達成度がＢとなっているのはなぜか。 

 環境課長 　お見込みのとおり、ごみの排出量は、減少することが望ましい指

標である。よって、令和６年度の目標値に対し、実績値が下回って

いるため、正しい達成度の表記はＡとなる。 

 （２）吉川市まち・ひと・しごと創生総合戦略の今後について

 事務局 

 

　資料２に基づき、事務局より説明。 

 

≪質疑・意見≫

 会長 　吉川市では、これまでの議論を踏まえ、市の最上位計画である総

合振興計画に総合戦略を統合し、一体的に策定する方針を決定した

ものである。 

　なお、他自治体においては、次期総合戦略を個別に作成する場合

もあれば、吉川市のように、総合振興計画に統合する自治体も存在

する。総合振興計画に統合する場合、内容や指標の重複、進捗管理

等にかかる業務量の増大といった課題を解決できる利点がある。 

　現在は、総合振興計画に統合する方針のもと、策定に向けた作業

が進められているという認識でよいか。 
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 事務局 　この方針で、策定作業を進めていきたいと考えている。 

 会長 　吉川市の総合戦略は、総合振興計画（前期基本計画）に計画年度

を合わせているため、統合しやすいというメリットもある。また、

効果的・効率的な行政運営の観点から、複数の行政計画を統合し、

事務負担の軽減を図ることには、大きな意義があると考えている。 

全体を通して、委員から何か意見などはあるか。 

 委員 　市への愛着心については、古くから居住している市民と、途中で

転入してきた市民とで、温度差があると考えられる。 

転入者がどのように愛着を持つかは、個々の価値観によって異な

り、非常に難しい課題ではあるが、近年では、自治会などの地域コ

ミュニティを敬遠する若年層も多く、地域とのつながりが希薄化し

ているという課題も存在する。 

このような課題は、吉川市に限ったことではない。しかし、市民

からは「都会すぎず田舎すぎずちょうどよい」「子育て世代に手厚い」

といった評価も聞かれ、これは吉川市の魅力であると考えられる。 

一方で、越谷市、三郷市、草加市と競合することは規模的に困難

であり、吉川市が今後どのように独自性を打ち出すかが大きな課題

である。ただし、自治体として誇れる要素が少ないという状況は、

埼玉県全体に共通する問題であり、埼玉県民特有の自虐意識も存在

する。 

吉川市には「なまず」という名産があり、これをいかにアピール

して多くの人に知ってもらうかが課題であり、その努力が結果に結

びつくことを期待している。 

　　

 会長 　「なまず」という１つのコンテンツだけでは、市民の愛着心や認

知度を向上させることは、難しいのではないか。 

したがって、コンテンツに加え、さまざまな広報戦略が必要であ

り、その１つとして、市民自身がＳＮＳの発信者となることも有効

であると考える。行政からの発信だけでは影響力が限定的であるた

め、市民がインフルエンサーとして情報を発信することで、日常的

に埋もれている情報が全国に拡散され、吉川市の隠れた魅力も広ま

る可能性がある。 

　他自治体の例を見ると、市民の広報サポーター制度を導入してい

る自治体も存在する。このような広報戦略についても、検討に値す

ると考えられる。 

  ４．その他 
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 副会長 　埼玉大学において、人文社会科学研究科の中に、新たに「ダイバ

ーシティ科学」を学ぶ大学院専攻が設置される。 

この「ダイバーシティ科学専攻」は、多様性の奥深さを研究する

初めての大学院であり、全国的にも先駆的な取り組みである。 

埼玉県を起点として、ダイバーシティに関する課題解決や研究者

等の育成に取り組み、多様性のある社会の構築を目指していきたい

と考えている。また、本専攻は社会人を対象としており、関心のあ

る市職員がいれば、共に学び、市の政策に生かしていただきたい。 

 委員 　「市街化調整区域の魅力を発信したい」という「よしかわ若者会

議」に参加する若者の意見をきっかけに、令和６年度に「よしかわ

キャンプｆｅｓ．２０２４」を開催した。会場は吉川市民農園であ

り、交通アクセスが不便な場所であったにもかかわらず、１，６０

０人もの来場者が訪れ、大盛況となった。 

　今年度も「よしかわキャンプｆｅｓ．実行委員会」を中心に準備

が進められており、令和７年１１月９日に「よしかわキャンプｆｅ

ｓ．２０２５」を開催する予定である。 

キャンプ愛好者のみならず、一般来場者も楽しめる企画内容とな

っており、実行委員会の一員として、市街化調整区域の魅力をはじ

め、吉川市の多様な魅力を市内外に発信する機会としたいと考えて

いる。 

 委員 　昨今は、レンタル自転車（シェアサイクル）を導入している自治

体も多いが、吉川市には、レンタル自転車がほとんど設置されてい

ない。吉川駅前にも、レンタル自転車の駐輪スペースがないため、

市主導により公共施設や駅前に駐輪スペースを設置すれば、公共交

通以外の手段が確保でき、市民の利便性向上につながるのではない

か。 

なお、レンタル自転車の貸出料は、１台につき５０円程度と大き

な収益にはならないが、近隣の草加市では、公共施設や公園にレン

タル自転車と駐車スペースを設置し、民間が運営する形式を取って

おり、利用率も高い状況にある。現在は、レンタル自転車のアプリ

利用者も増えているため、導入に向けた検討を進めていただきたい。 

  

副会長 

５．閉会 

　先日、芝浦工業大学で開催された「全国まちづくり会議」に参加

し、地域経済やお金の循環をはじめ、埼玉県内の事例を含む全国各

地の多様な取組事例の報告があり、いずれも大変興味深い内容であ

った。 

　本会議の中で、「より良いまちづくり」とは、いかにしてまちづく
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 りに関心を持つ人を増やすかが重要であるという話があり、その言

葉に深く共感した。同時に、商業施設等の開発が進む吉川市は、今

後さらなる発展の可能性が秘められていると感じた。 

今後も、外部の立場から吉川市に関心を寄せつつ、本審議会に参

加していきたいと考えている。これからもよろしくお願いする。 

 　以上、会議の内容に相違ないことを証するため、ここに署名する。 

　　　令和７年１１月２２日 

　署名委員　　道垣内　壮史（自署）　　　　署名委員　　岡安　映昌（自署）　


